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れは全体の15%にのぼる。今までの留学生の出身国は東南アジア: 中国, 韓国, マレーシア, ラオス, 
インドネシア, カンボジア；南アジア: インド, スリランカ；南米: ブラジル, コロンビア；北米: ア














































































第 2章 本論文に関わる先行研究レビュ  ー
この章では、本論文の内容を論じるための理論的枠組みを紹介する。 






















組織を構築できていない（Bartlett & Ghoshal, 1989）。こういった企業は、世界市場を統合して一つ
の市場として捉え、中央集権型のグローバル規模でビジネス行うグローバル企業と規定する






ーション(high context communication)を介した業務遂行がなされる。（太田、2008） 


















ル（international）企業を規定する（Bartlett & Ghoshal, 1989）。進出国に本社に同じ機能を持つ子
会社を設立するので、子会社からの心理的な反発が予想され、またはローカルへの適応性が低い。 
















フ関する問題がマルチナショナル (Bartlett & Ghoshal, 1989)の研究レビューで議論されてきた。 
 Birkinshaw and Hood (1998) は海外子会社の役割を決定する要素を3つ指摘しており、組織的な
フレームワーク（図面2-2）を提示し、理論的に海外子会社の役割の決定を論じた。 










& Hood, 1998）。本社からの役割付与における重要な理論として、PLC(product life cycle)モデルと
国際プロセス(Internationalization process)の2つがある。 













く（Johanson & Vahlne, 1977)。 
図表2-2： 海外子会社の役割決定ーフレームワーク 
 
出典：Birkinshaw and Hood (1996), P775 
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Bartlett and Ghoshal (1989) が挙げられている。このモデルでは、所有優位性が海外子会社自身に
も存在すると考え、本国会社と海外子会社の関係は、よりゆるく結びついた組織内のネットワーク




（Prahalad & Doz, 1981）。こういう多国籍企業の海外拠点にとって「自律的行動(autonomous 
behavior )」は、本国本社の指示によりコントロールされる子会社の内部成長プロセスを説明して
いる。（Birkinshaw & Hood, 1998） 
3.  現地環境の影響 
現地環境により海外子会社の活動が制限される。現地環境が海外子会社の役割に影響を与える一




第1項 トランスナショナル・ソリューションズ（transnational solutions） 
トランスナショナル・ソリューションズでは、1992年にバートレット=ゴシャールが提起したも
のの他に代表的な理論として、「情報粘着性」と「クラスター理論」がある。 
1.  情報粘着性(information stickiness) 





































 ゲマワットは2001年にHBRで「Distance Still Matters」を発表し、「CAGEフレームワーク」（図
表2-3）において、国家間にビジネス活動がかかわる参入コストを4つの距離で定義し、CAGEフ
レームワークとして提言した。この4つの距離とはC（Culture distance：文化的距離）、A
（Administrative distance;行政的距離）、G（Geographic distance;地理的距離）、E（Economic 
distance）。距離の大きさがその国に参入するコストの増減に大きなインパクトを与えている。 
図表2-3：CAGEフレームワーク 





































































































































































             















































出典：Porter (1986) p28を参考に筆者作成 




2.  【Export-based strategy】 
一部の活動配置（例：マーケティング）は現地側に置き、現地での調整はあまり行わない。輸出
中心型の国際戦略である。 




4. 【Complex global strategy】 






第 4節 国際人的資源管理に関する研究 
 国際人的資源管理とは、多国籍企業の人的資源を採用、開発、維持するための明確な活動や機能、
プロセスであり、多国籍企業の本国及び海外でひとの管理に使用されるシステムの集合体であり、











出典：Morgan, P. V (1986) International human resource management: 





































































































直接経験したことに対する意味づけあるいは解釈を主観的キャリアと呼ぶ（Gunz & Heslin, 2005）。

















第 1節 外部環境の変化 
第1項 中国市場変化の歴史 










2．技術導入と国産化時期（1970 年代末→ 90 年代半ば） 







から工業総生産額に占める非国有企業の比率が毎年3% ポイント近く上昇し、78 年の22% から96 
年の72% に上昇してきたのである。（江小涓、1999） 
3．グローバル化への移行期（90 年代後半～） 






























約3 兆ドルにまで拡大し、輸出額では世界第1 位、輸入額では世界第2 位となっており、世界経済


































































































































  2010 年度外資系企業・中国系民間企業における人材獲得競争力調査（Foreign and Chinese 








主な要因 中国系民間企業 外資系企業 
報酬と福利厚生が良い 43% 36% 
仕事範囲が広範に渡っている 37% 31% 
トレーニング・学習機会が豊富 22% 28% 
長期的なキャリア開発を推進している 59% 52% 
新しい企業文化や職場環境が体験できる 20% 48% 


















第 2節 ICT産業について 
第1項 ICT定義 

























出典：総務省「「コトづくり」の動向と ICT連携に関する実態調査」（平成25年）  











通信技術 最大通信速度 導入・検討企業 
W-CDMA（第3世代携帯） 384kb ドコモ、ソフトバンク展開 
HSDPA（3.5世代携帯）   14Mb（規格値） ドコモ、ソフトバンク展開 
EV-DO（3.5世代携帯） 2.4Mb auが「CDMA1XWIN」の名称で展開中 
EV-DO REV.A（3.5世代） 3.1Mb auが2006年~実施 















































































     



















































































































あり、移転の難易度がより高い（VonHippel,e.:1994, G. Szulanski, 1996, 椙山:2001、浅川:2002）。 
第 3節 中国 ICT産業 








































































































































































































































































































LTE-Advanced、60-GHz WPAN / WLAN 
Networking Systems Data centric networking、Wireless Networking 
Solutions Software データマイニング、推薦技術、自然言語処理技術、感情分析技術 









          図表3-14：NEC通訊(中国)概要 
名称 NEC通訊(中国) 
NEC Telecommunications (China) 
構成法人 日電通訊有限公司(天津NECより改称)                                       
武漢NEC移動通信有限公司；                                              
西安NEC無線通信設備有限公司；                                           
桂林NEC無線通信有限公司 
所在地 北京(本社機能)                                                      
拠点:天津、武漢、西安、桂林、上海、広州他 
人員規模 約670名  ※日電通訊 約290名                                          
桂林NEC・西安NEC合計 約120名                                          
武漢NEC 約260名    
事業内容 携帯電話端末の開発、設計、商品企画、販売携帯電話インフラ機器
およびサービスアプリケーションの設計、開発、システムインテグ
レーション、販売                       
































































第 4章 日本・中国の企業文化 
第 1節 文化の概念 
第1項 文化とは 
文化とは、ある一定の人間集団によって構築され、世代から世代へとの継承される生活様式の総























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































人事・人材開発 海外営業BU 中国人社員 役員 
3％ 45％ 54％ 2％ 
①  性 別：              ② 年 齢： 
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③NECの勤続年数：           ④ 職 種：         






























No.  カテゴリ  ー 設問  
Q01  仕事  仕事内容が適切である 
Q02  仕事  職場が進むべき方向性の共通理解がある  
Q03  仕事  自分の仕事に対する権限がある 
Q04 モチベーション 仕事に対しやりがいを感じている 
Q05 モチベーション 仕事に対して自由に主張できる 
Q06 モチベーション 自分の意見が職場に尊敬されている 
Q07 承認  仕事をした時は賞賛を受ける 
Q08 承認  顧客は、当社の商品(サービス)に魅力を感じている 
Q09 承認 この会社で働くことを自慢している。 
Q10 達成  仕事に達成感が十分ある 
Q11 達成 自分の強みを発揮できている 
Q12 達成  仕事の結果や評価にフィードバックされる 
Q13 責任  仕事をする時にいつもコミットする 
Q14 責任 いつも信頼されて責任ある仕事を任されている 
Q15 責任 仕事に対する責任感がある 
Q16 昇進  今の仕事での昇進のチャンスがある 
Q17 昇進 職場での地位がある 
Q18 昇進 昇進の限界を感じる 
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Q19 成長 将来に役に立つ仕事を携わっている 
Q20 成長 仕事を通じて十分な成長を感じている  
Q21 成長 会社は能力向上の為に支援してくれている 
Q22 総合満足  この会社を友人や知人に勧める 
Q23 監督技術  上司の指示は常に適切である 
Q24 監督技術  上司は部下の教育に対して積極的である 
Q25 監督技術  上司は部下に仕事を任せる姿勢を持っている 
Q26 人間関係 従業員は、納得のいかないことはとことん話し合う 
Q27 人間関係 他の従業員への協力を積極的に行っている 
Q28 人間関係 上司との関係は良好である 
Q29 方針  会社の理念や目標は明確である 
Q30 方針 社員のキャリア形成及びキャリアプランは明確である 
Q31 方針  国際ビジネスにおける人材戦略は明確である 
Q32 環境  今の職場は、良い環境である 
Q33 環境  チームメンバーと信頼関係がある 
Q34 環境 会社環境（文化）は自分にフィットすると感じる 
Q35 保障  会社の将来についての関心がある 
Q36 保障 ずっとNECで働きたい 
Q37 賃金  仕事対給料は 当である  
Q38 賃金  同業界賃金を意識している 
Q39 生活  休暇取得しやすい  
Q40 生活  仕事後帰宅しやすい 
Q41 生活  福利厚生制度は利用しやすい 






































































































































No.  カテゴリ  ー 設問  中国 日本 差 
Q01  仕事  仕事内容が適切である 2.48 3.61 1.13 
Q04 モチベーション 仕事に対しやりがいを感じている 1.96 3.21 1.25 
Q16 昇進  今の仕事ででの昇進のチャンスががある 2.36 3.55 1.19 
Q32 環境  今の職場は、良い環境である 2.08 3.24 1.16 
Q34 環境 会社環境（文化）は自分にフィットすると感じる 1.48 3.18 1.70 
Q37 賃金  仕事対給料は 当である  1.96 3.24 1.28 















No.  カテゴリ  ー 設問  日本籍社員 
Q40 生活  仕事後帰宅しやすい 4.36 
Q15 責任 仕事に対する責任感がある 4.24 
Q03  仕事  自分の仕事に対する権限がある 4.00 
Q41 生活  福利厚生制度は利用しやすい 3.94 
Q39 生活  休暇取得しやすい  3.91 
図表6-7：中国籍社員満足度ベストファイブ 
No.  カテゴリ  ー 設問  中国籍社員 
Q15 責任 仕事に対する責任感がある 4.32 
Q40 生活  仕事後帰宅しやすい 4.32 
Q39 生活  休暇取得しやすい  4.28 
Q41 生活  福利厚生制度は利用しやすい 4.20 
Q27 人間関係 他の従業員への協力を積極的に行っている 4.16 
③ 日本籍・中国籍社員の不満ワーストファイブ 
図表6-8：日本籍社員満足度ワーストファイブ 
No.  カテゴリ  ー 設問  日本籍社員 
Q09 承認 この会社で働くことを自慢している。 2.45 
Q38 賃金  同業界賃金を意識している 2.48 
Q36 保障 ずっとNECで働きたい 2.55 
Q17 昇進 職場での地位がある 2.67 








No.  カテゴリ  ー 設問  中国籍社員 
Q34 環境 会社環境（文化）は自分にフィットすると感じる 1.48 
Q37 賃金  仕事対給料は 当である  1.96 
Q04 モチベーション 仕事に対しやりがいを感じている 1.96 
Q32 環境  今の職場は、良い環境である 2.08 
Q36 保障 ずっとNECで働きたい 2.12 
 下記図表6-10に示しているように、日本・中国籍社員の満足度を比較し、そのギャップを考察する。 
図表6-10：日本・中国籍社員の満足度比較 








Q01  仕事  仕事内容が適切である 2.48 3.61  -1.13  
Q02  仕事  職場が進むべき方向性の共通理解がある  2.72 2.73  -0.01  
Q03  仕事  自分の仕事に対する権限がある 3.52 4.00  -0.48  
Q04 モチベーション 仕事に対しやりがいを感じている 1.96 3.21  -1.25  
Q05 モチベーション 仕事に対して自由に主張できる 2.84 3.70  -0.86  
Q06 モチベーション 自分の意見が職場に尊敬されている 2.88 3.33  -0.45  
Q07 承認  仕事をした時は賞賛を受ける 3.56 3.91  -0.35  
Q08 承認  顧客は、当社の商品(サービス)に魅力を感じている 2.36 3.00  -0.64  
Q09 承認 この会社で働くことを自慢している。 2.44 2.45  -0.01  
Q10 達成  仕事に達成感が十分ある 2.48 2.94  -0.46  
Q11 達成 自分の強みを発揮できている 2.24 3.12  -0.88  
Q12 達成  仕事の結果や評価にフィードバックされる 3.88 3.21  0.67  
Q13 責任  仕事をする時にいつもコミットする 3.36 3.76  -0.40  
Q14 責任 いつも信頼されて責任ある仕事を任されている 3.52 3.33  0.19  
Q15 責任 仕事に対する責任感がある 4.32 4.24  0.08  
Q16 昇進  今の仕事での昇進のチャンスがある 2.36 3.55  -1.19  
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Q17 昇進 職場での地位がある 3.24 2.67  0.57  
Q18 昇進 昇進の限界を感じる 3.88 3.15  0.73  
Q19 成長 将来に役に立つ仕事を携わっている 3.28 3.79  -0.51  
Q20 成長 仕事を通じて十分な成長を感じている  2.24 2.55  -0.31  
Q21 成長 会社は能力向上の為に支援してくれている 4.04 3.30  0.74  
Q22 総合満足  この会社を友人や知人に勧める 2.36 2.70  -0.34  
Q23 監督技術  上司の指示は常に適切である 2.44 3.00  -0.56  
Q24 監督技術  上司は部下の教育に対して積極的である 2.52 3.09  -0.57  
Q25 監督技術  上司は部下に仕事を任せる姿勢を持っている 3.32 3.67  -0.35  
Q26 人間関係 従業員は、納得のいかないことはとことん話し合う 3.2 2.85  0.35  
Q27 人間関係 他の従業員への協力を積極的に行っている 4.16 3.67  0.49  
Q28 人間関係 上司との関係は良好である 3.4 3.91  -0.51  
Q29 方針  会社の理念や目標は明確である 3.16 3.03  0.13  
Q30 方針 社員のキャリア形成及びキャリアプランは明確である 2.92 2.70  0.22  
Q31 方針  国際ビジネスにおける人材戦略は明確である 4 3.85  0.15  
Q32 環境  今の職場は、良い環境である 2.08 3.24  -1.16  
Q33 環境  チームメンバーと信頼関係がある 3.96 3.58  0.38  
Q34 環境 会社環境（文化）は自分にフィットすると感じる 1.48 3.18  -1.70  
Q35 保障  会社の将来についての関心がある 3.44 3.82  -0.38  
Q36 保障 ずっとNECで働きたい 2.12 3.09  -0.97  
Q37 賃金  仕事対給料は 当である  1.96 3.24  -1.28  
Q38 賃金  同業界賃金を意識している 3.48 2.48  1.00  
Q39 生活  休暇取得しやすい  4.28 3.91  0.37  
Q40 生活  仕事後帰宅しやすい 4.32 4.36  -0.04  
Q41 生活  福利厚生制度は利用しやすい 4.2 3.94  0.26  




































    中国籍社員 日本籍社員 
No.  設問  Q22 Q42 Q22 Q42 
Q01  仕事内容が適切である 0.80  0.89  0.22  0.49  
Q02  職場が進むべき方向性の共通理解がある  0.77  0.89  0.39  0.51  
Q03  自分の仕事に対する権限がある 0.62  0.51  0.14  0.19  
Q04 仕事に対しやりがいを感じている 0.63  0.63  0.48  0.54  
Q05 仕事に対して自由に主張できる 0.63  0.48  0.36  0.52  
Q06 自分の意見が職場に尊敬されている 0.69  0.54  0.44  0.60  
Q07 仕事をした時は賞賛を受ける 0.71  0.60  0.21  0.19  
Q08 顧客は、当社の商品(サービス)に魅力を感じている 0.77  0.56  0.08  -0.04  
Q09 この会社で働くことを自慢している。 0.91  0.75  0.15  0.57  
Q10 仕事に達成感が十分ある 0.91  0.77  0.56  0.60  
Q11 自分の強みを発揮できている 0.58  0.86  0.39  0.66  
Q12 仕事の結果や評価にフィードバックされる -0.41  -0.09  0.55  0.56  
Q13 仕事をする時にいつもコミットする 0.15  -0.04  0.15  0.35  
Q14 いつも信頼されて責任ある仕事を任されている 0.62  0.51  0.25  0.63  
Q15 仕事に対する責任感がある 0.70  0.36  0.21  0.41  
Q16 今の仕事での昇進のチャンスがある 0.33  0.55  0.23  0.48  
Q17 職場での地位がある 0.43  0.05  0.22  0.42  
Q18 昇進の限界を感じる -0.58  -0.20  -0.05  -0.13  
Q19 将来に役に立つ仕事を携わっている 0.05  0.18  0.05  0.22  
Q20 仕事を通じて十分な成長を感じている  0.86  0.86  0.46  0.72  
Q21 会社は能力向上の為に支援してくれている -0.34  -0.44  0.49  0.26  
Q22 この会社を友人や知人に勧める 1.00  0.82  1.00  0.56  
Q23 上司の指示は常に適切である 0.60  0.63  0.40  0.31  
Q24 上司は部下の教育に対して積極的である 0.37  0.51  0.31  0.19  
Q25 上司は部下に仕事を任せる姿勢を持っている 0.25  0.44  0.13  0.39  
Q26 従業員は、納得のいかないことはとことん話し合う -0.07  0.14  0.19  0.35  
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Q27 他の従業員への協力を積極的に行っている 0.27  0.31  0.27  0.53  
Q28 上司との関係は良好である 0.45  0.30  0.43  0.55  




0.44  0.57  0.42  0.50  
Q31 国際ビジネスにおける人材戦略は明確である -0.09  0.26  0.32  0.51  
Q32 今の職場は、良い環境である 0.63  0.84  0.47  0.68  
Q33 チームメンバーと信頼関係がある -0.15  0.27  0.31  0.58  
Q34 会社環境（文化）は自分にフィットすると感じる 0.88  0.94  0.43  0.49  
Q35 会社の将来についての関心がある 0.51  0.23  0.30  0.54  
Q36 ずっとNECで働きたい 0.66  0.85  0.46  0.75  
Q37 仕事対給料は 当である  0.42  0.66  0.17  0.43  
Q38 同業界賃金を意識している 0.40  0.11  0.18  -0.08  
Q39 休暇取得しやすい  0.50  0.14  0.00  0.25  
Q40 仕事後帰宅しやすい 0.70  0.36  -0.09  -0.14  
Q41 福利厚生制度は利用しやすい 0.03  -0.29  0.05  0.09  









































Q34 会社環境（文化）は自分にフィットすると感じる 1.48 0.94  
Q01 職場が進むべき方向性の共通理解がある  2.72 0.89  
Q02 仕事内容が適切である 2.48 0.89  
Q11 自分の強みを発揮できている 2.24 0.86  
Q20 仕事を通じて十分な成長を感じている  2.24 0.86  
Q32 今の職場は、良い環境である 2.08 0.84  
Q10 仕事達に達成感が十分ある 2.48 0.77  
Q09 この会社で働くことを自慢している。 2.44 0.75  
Q29 会社の理念や目標は明確である 3.16 0.68  
Q37 仕事対給料は 当である  1.96 0.66  
Q23 上司の指示は常に適切である 2.44 0.63  
Q04 仕事に対しやりがいを感じている 1.96 0.63  







































































































































Q20 仕事を通じて十分な成長を感じている  2.55 0.75 
Q36 ずっとNECで働きたい 3.09 0.72 
Q32 今の職場は、良い環境である 3.24 0.68 
Q11 自分の強みを発揮できている 3.12 0.66 
Q14 いつも信頼されて責任がある仕事を任されている 3.33 0.63 
Q10 仕事達に達成感が十分ある 2.94 0.60 

































NO. 国籍 職種 勤続 
年数 
分類 回  答 
1 日本 SE 15年 問題 事業部もBUも会社も数値目標は立てるが、戦略に心がこもって
ないように感じる。本気で信じられる戦略があり、その次に数
字がくるという考え方にすべきである。人材戦略は見えない。 
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